
　かさかけの里(長期入所）利用料のご案内 （ユニット個室）2024.6.1
＊施設利用料金 　　　　　

（第四段階）   ・認定条件を全て満たしていない人（負担限度額認定非該当）

１割（30日） ２割（１日） ２割（３０日） ３割（１日） ３割（30日） １日 ３０日

20,100円 1,340円 40,200円 2,010円 60,300円 1,645円 49,350円

22,200円 1,480円 44,400円 2,220円 66,600円 （食費） （食費）

26,580円 1,772円 53,160円 2,658円 79,740円 2,006円 60,180円

28,650円 1,910円 57,300円 2,865円 85,950円 （居住費） （居住費）

（第三段階）②   ・市町村民税世帯非課税かつ課税年金収入額と合計所得金額の合計が１２０万円超える人     預貯金が単身   ５００万円以下、夫婦１,５００万円以下

１割（30日） １日 ３０日

20,100円 1,360円 40,800円

22,200円 （食費） （食費）

26,580円 1,310円 39,300円

28,650円 （居住費） （居住費）

（第三段階）①  ・市町村民税世帯非課税かつ課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円超１２０万円以下の方　　預貯金が単身   ５５０万円以下、夫婦１,５５０万円以下

１割（30日） １日 ３０日

20,100円 650円 19,500円

22,200円 （食費） （食費）

26,580円 1,310円 39,300円

28,650円 （居住費） （居住費）

（第二段階）　　・市町村民税世帯非課税かつ課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の方　　預貯金が単身　 ６５０万円以下、夫婦１,６５０万円以下

１割（30日） １日 ３０日

20,100円 390円 11,700円

22,200円 （食費） （食費）

26,580円 820円 24,600円

28,650円 （居住費） （居住費）

（第一段階）　　・市町村民税世帯非課税の老齢年金受給者　・生活保護受給者　　預貯金が単身１,０００万円以下、夫婦２,０００万円以下

１割（30日） １日 ３０日

20,100円 300円 9,000円

22,200円 （食費） （食費）

26,580円 820円 24,600円

28,650円 （居住費） （居住費）
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基本介護費 　食費・居住費

１割（１日）

670円

介護度

1
740円

815円 24,450円 1,630円 48,900円

2

3 2,445円 73,350円

886円

955円

基本介護費 食費・居住費

１割（１日）

670円

740円

886円

955円

基本介護費 食費・居住費

１割（１日）

815円 24,450円

670円

740円

815円 24,450円

886円

955円

基本介護費

4
5

介護度
食費・居住費

１割（１日）

670円

740円

815円 24,450円

886円

886円

955円

施設料総合計（３０日分）
基本介護費 食費・居住費

基本介護費＋居住費＋食費＋加算
１割（１日）

955円

670円

円

740円

815円 24,450円



その他の加算

１割（１日） １割（30日） ２割（１日） ２割（３０日） ３割（１日） ３割（30日）

　　６単位/日 １８０単位/日 　１２単位/日 ３６０単位/日 　１８単位/日 ５４０単位/日
　１３単位/日 ３９０単位/日 　２６単位/日 ７８０単位/日 　３９単位/日 １１７０単位/日

　２５単位/日 ７５０単位/日 　５０単位/日 １５００単位/日 　７５単位/日 ２２５０単位/日

　５単位/日 １５０単位/日 　１０単位/日 ３００単位/日 　１５単位/日 ４５０単位/日

３２５単位/１
回

６５０単位/１回 ９７５単位/１回

　６５０単位/
１回

１３００単位/１回 　１９５０単位/１回

　１３００単位
/１回

　２６００単位/１回 　３９００単位/１回

　５０単位/月 　５０単位/月 １００単位/月 １００単位/月 １５０単位/月 １５０単位/月

　５単位/月 　５単位/月 １０単位/月 １０単位/月 １５単位/月 １５単位/月

　１０単位/月 　１０単位/月 ２０単位/月 ２０単位/月 ３０単位/月 ３０単位/月

　５単位/月 　５単位/月 １０単位/月 １０単位/月 １５単位/月 １５単位/月

２４０単位/１
回

４８０単位/１回 ７２０単位/１回

　　６単位/食 ５４０単位/食 １２単位/食 １０８０単位/食 　１８単位/食 １６２０単位/食

　１１単位/日 　３３０単位/日 ２２単位/日 ６６０単位/日 ３３単位/日 ９９０単位/日

　－１４単位/
日

　－４２０単位/日 　－２８単位/日 　－８４０単位/日 　－４２単位/日 　－１２６０単位/日

　２２単位/日 ６６０単位/日 　４４単位/日 １３２０単位/日 　６６単位/日 １９８０単位/日

　２８単位/日 ８４０単位/日 　５６単位/日 １６８０単位/日 　８４単位/日 ２５２０単位/日

　１２０単位/
日

３６００単位/日 　２４０単位/日 ７２００単位/日 　３６０単位/日 １０８００単位/日

　　３単位/日 ９０単位/日 　６単位/日 １８０単位/日 　９単位/日 ２７０単位/日

　　４単位/日 １２０単位/日 　８単位/日 ２４０単位/日 　１２単位/日 ３６０単位/日

　１５０単位/
月

　１５０単位/月 ３００単位/月 ３００単位/月 ４５０単位/月 ４５０単位/月

加算名

看護体制加算Ⅰ1 常勤の看護師を配置しており、看護職員を２５名に対し、１名以上配置しています

内　　　　　　　　　　　容

看護体制加算Ⅱ1 看護職員と２４時間連絡体制を確保しています。

栄養管理の基準を満たさな
い場合

上記の要件を満たしていない場合

高齢者施設等感染対策向上
加算（Ⅰ）

新興感染症の発生時等に感染者の診療等を実施する医療機関（協定締結医療機関）との連携
体制を構築していること。
上記以外の一般的な感染症（※）について、協力医療機関等と感染症発生時における診療等
の対応を取り決めるとともに、当該協力医療機関等と連携の上、適切な対応を行っているこ
と。（※ 新型コロナウイルス感染症を含む。）感染症対策にかかる一定の要件を満たす医
療機関等や地域の医師会が定期的に主催する感染対策に関する研修に参加し、助言や指導を
受けること

配置医師緊急時対応加算
（1）　　　※勤務時間外

①看護体制加算Ⅱを算定していること
②早朝または夜間、深夜に配置医師が利用者に対し訪問診療を行うこと
③診療の内容を記録すること

認知症専門ケア加算（Ⅱ）
上記①～③の条件を満たし、認知症ケアに関する研修計画を作成・実践すること
※認知症専門ケア加算Ⅰとの併算定不可

夜勤職員配置加算Ⅰ1 夜勤を行う介護職員を配置基準より1名以上多く配置しています。

高齢者施設等感染対策向上
加算（Ⅱ）

感染対策に係る一定の要件を満たす医療機関から、施設内で感染者が発生した場合の感染制
御等の実地指導を受けること

新興感染症等施設療養費
入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、診療、入院調整
等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、適切な感染対策
を行った上で、該当する介護サービスを行った場合　※連続５日限度

栄養マネージメント強化加
算

入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入
所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行い、週３回食事状況を確認したりした場合

夜勤職員配置加算Ⅲ1
特定登録の交付を受けた介護職員、看護職員、または認定特定行為業務従事者などを、通常
の夜勤職員より1人以上多く配置

若年性認知症入所者受入加
算

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めること
※認知症行動・心理症状緊急対応加算との併算定不可	

認知症専門ケア加算（Ⅰ）
①認知症の利用者の割合が全体の1/2以上　②認知症介護の研修を受けた人材を対象者20人
につき1人以上配置すること　③認知症ケアに関して定期的に会議を開催すること
※認知症専門ケア加算Ⅱとの併算定不可

常勤医師配置加算
常勤・専従の医師を1人以上配置
※利用者数100人以上の場合は、常勤換算で100：1以上の医師を配置

精神科医師定期的療養指導
①全利用者のうち認知症の利用者が1/3を占めている
②月2回以上、精神科医の療養指導を定期的に行うこと

配置医師緊急時対応加算
（2）　　　※早朝・夜間

配置医師緊急時対応加算
（3）　　　※深夜

協力医療機関連携加算
（１）

相談・診療を行う体制を常時確保し、緊急時に入院を受け入れる体制を確保
している協力医療機関と連携している場合

協力医療機関連携加算
（２）

上記以外の協力医療機関と連携している場合

療養食加算
医師の食事箋による療養食を提供した場合
①管理栄養士・栄養士が食事を管理すること　②利用者の状況に合わせた食事を提供するこ
と　③定員超過・人員基準欠如に該当していないこと

認知症チームケア推進加算
（Ⅰ）

事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対する
注意を必要とする認知症の者の占める割合が２分の１以上。
認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応に資する認知症介護の指導に係る専門
的な研修を修了している者又は認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状
の予防等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了した者を１名以上配置し、かつ、複数
人の介護職員からなる認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいる。対象者に対
し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、その評価に基づく値を測定し、
認知症の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを実施。
認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計
画の作成、認知症の行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返
り、計画の見直し等を実施。



　１２０単位/
月

　１２０単位/月 ２４０単位/月 ２４０単位/月 ３６０単位/月 ３６０単位/月

２４０単位/日 ４８０単位/日 ７２０単位/日

　１２単位/日 ３６０単位/日 ２４単位/月 ７２０単位/日 ３６単位/月 １０８０単位/日

　２０単位/月 　２０単位/月 ４０単位/月 ４０単位/月 ８０単位/月 ８０単位/月

　２０単位/月 　２０単位/月 ４０単位/月 ４０単位/月 ８０単位/月 ８０単位/月

　２８単位/日 ８４０単位/日 ５６単位/月 １６８０単位/日 ８４単位/月 ２５２０単位/日

　４００単位/
月

　４００単位/月 ８００単位/月 ８００単位/月 １２００単位/月 １２００単位/月

　１００単位/
月

　１００単位/月 ２００単位/月 ２００単位/月 ３００単位/月 ３００単位/月

　９０単位/月 　９０単位/月 １８０単位/月 １８０単位/月 ２７０単位/月 ２７０単位/月

　１１０単位/
月

　１１０単位/月 ２２０単位/月 ２２０単位/月 ３３０単位/月 ３３０単位/月

　１００単位/
月

　１００単位/月 ２００単位/月 ２００単位/月 ３００単位/月 ３００単位/月

　２００単位/
月

　２００単位/月 ４００単位/月 ４００単位/月 ６００単位/月 ６００単位/月

　３００単位/
月

　３００単位/月 ６００単位/月 ６００単位/月 ９００単位/月 ９００単位/月

　４０単位/月 　４０単位/月 ８０単位/月 ８０単位/月 １２０単位/月 １２０単位/月

　５０単位/月 　５０単位/月 １００単位/月 １００単位/月 １５０単位/月 １５０単位/月

　　３単位/月 　　３単位/月 ６単位/月 ６単位/月 ９単位/月 ９単位/月

　　１３単位/
月

　　１３単位/月 ２６単位/月 ２６単位/月 ３９単位/月 ３９単位/月

　１０単位/月 　１０単位/月 ２０単位/月 ２０単位/月 ３０単位/月 ３０単位/月

　１５単位/月 　１５単位/月 ３０単位/月 ３０単位/月 ４５単位/月 ４５単位/月

生活機能向上連携加算
（Ⅰ）

①医療提供施設の理学療法士や医師などの助言を得て、機能訓練指導員などが共同で個別機
能訓練計画を作成していること　②個別機能訓練計画に基づき、機能訓練指導を行うこと
③3ヶ月に1回の頻度で、個別機能訓練の進捗を確認・説明し、評価・見直しを行うこと
※個別機能訓練加算との併算定不可

経口維持加算Ⅰ

①摂食機能障害があり、誤嚥のリスクが高い利用者に対し、医師や歯科医師の診断のもと、
他職種で連携して栄養管理を行うこと　②医師が利用者ごとに摂食機能や嚥下機能に関する
診断を行い、適切に評価すること　③誤嚥防止の配慮および、誤嚥発生時の対応など、管理
体制が整っていること
※経口移行加算との併算定不可

認知症行動・心理症状緊急
対応加算

在宅での生活が困難で、施設への入所が必要だと医師が判断した認知症の利用者に対し、
サービスを提供した場合　　※７日が限度

個別機能訓練加算Ⅰ
①専従の機能訓練士が１名配置②多職種での会議を開催し、プランに則ってサービスを行っ
ている事

経口移行加算

①経管栄養を行っている利用者に対し、医師の指示のもと他職種が連携して経口移行計画を
作成していること
②医師の指示のもと、管理栄養士や栄養士による栄養管理、言語聴覚士や看護職員による支
援が行われていること

経口維持加算Ⅱ
①経口維持加算Ⅰを算定していること　②協力歯科医療機関を定めていること　③利用者の
食事の観察時や会議に、医師、歯科医師、歯科衛生士もしくは言語聴覚士が加わること

口腔衛生管理加算Ⅰ

①歯科医師、または歯科医師から指示を受けた歯科衛生士のアドバイスと指導のもと、利用
者の口腔衛生に関する計画書が作成されていること　②歯科衛生士が利用者の口腔衛生ケア
に関し、介護職員へ具体的な指導と技術的なアドバイス行い、かつ介護職員からの相談に応
じること　③月2回以上、歯科衛生士が利用者の口腔ケアを行うこと　④歯科衛生士が入所
者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対応すること。　⑤通所介護費等算定
方法第十号、第十二号、第十三号及び第十五号に規定する基準のいずれにも該当しないこ
と。

口腔衛生管理加算Ⅱ
上記①～⑤は共通
⑥LIFEで提出した情報を適切な口腔衛生の管理に活用すること	

科学的介護推進体制加算Ⅱ Ⅰに加え、入所者ごとの疾病の状況等の情報を提出し、必要な情報を活用している事。

褥瘡マネージメント加算Ⅰ 入所者の褥瘡発生を予防するため、継続的に入所者ごとの褥瘡管理を行った場合

排せつ支援加算Ⅱ
①排せつ支援加算Ⅰの条件を満たすこと　②（ア）（イ）のいずれかを満たすこと（ア）入
所時に比べ、排せつ状態が改善、または悪化していないこと（イ）対象の利用者がおむつを
使用しなくなったこと

個別機能訓練加算Ⅱ Ⅰに加え、入所者ごとの個別計画等の情報を提出し、必要な情報を活用している事。

個別機能訓練加算Ⅲ

常勤の機能訓練指導員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あ
ん摩マッサージ指圧師）を1名以上配置していること。
都道府県知事に対して指定特定施設として届け出を行っていること。
機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員などが共同して利用者ごとに個別機能訓
練計画を作成し、計画的に機能訓練を行っていること個別機能訓練加算Ⅲは、着替えやトイ
レなどの個々の生活に即した訓練を提供することが特徴です。

認知症チームケア推進加算
（Ⅱ）

（Ⅰ）の（1）、（3）及び（4）に掲げる基準に適合。
認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している者
を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員からなる認知症の行動・心理症状に対応する
チームを組んでいる。

生活機能向上連携加算
（Ⅱ）

①医療提供施設の理学療法士や医師などが施設を訪問したうえで、機能訓練指導員などが共
同で個別機能訓練計画を作成していること
上記②③共通

※ただし、個別機能訓練加算を算定している場合は、１月につき＋１００単位

褥瘡マネージメント加算Ⅱ 褥瘡のリスクが高い利用者に、褥瘡が発生しないこと

排せつ支援加算Ⅰ 継続的に入所者ごとの排せつ支援を行った場合

科学的介護推進体制加算Ⅰ
入所者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況に係
る基本的な情報を提出し、必要な情報を活用している事



　２０単位/月 　２０単位/月 ４０単位/月 ４０単位/月 ６０単位/月 ６０単位/月

　２８０単位/
月

　２８０単位/月 ５６０単位/月 ５６０単位/月 ８４０単位/月 ８４０単位/月

　３０単位/月 　３０単位/月 ６０単位/月 ６０単位/月 ９０単位/月 ９０単位/月

　６０単位/月 　６０単位/月 １２０単位/月 １２０単位/月 １８０単位/月 １８０単位/月

　２６単位/日 ７８０単位/日 ５２単位/月 １５６０単位/日 ７８単位/月 ２３４０単位/日

　４１単位/日 １２３０単位/日 ８２単位/月 ２４６０単位/日 １２３単位/月 ３６９０単位/日

７０単位/１回 １４０単位/１回 ２１０単位/１回

２００単位/１
回

４００単位/１回 ６００単位/１回

４６０単位/１
回

９２０単位/１回 １３８０単位/１回

４６０単位/１
回

９２０単位/１回 １３８０単位/１回

４００単位/１
回

８００単位/１回 １２００単位/１回

５００単位/１
回

１０００単位/１回 １５００単位/１回

２５０単位/１
回

５００単位/１回 ７５０単位/１回

　５９４単位/
月

　５９４単位/月 １１８８単位/月 １１８８単位/月 １７８２単位/月 １７８２単位/月

　　１０単位/
日

３００単位/日 　２０単位/日 ６００単位/日 　３０単位/日 ９００単位/日

　　４０単位/
日

１２００単位/日 　８０単位/日 ２４００単位/日 　１２０単位/日 ３６００単位/日

障害者生活支援
体制加算（Ⅰ）

①次の（ア）か（イ）のいずれか
（ア）視覚・聴覚・言語機能に障がいがある、または知的障害、精神障害がある利用者が15
人以上　（イ）視覚障がいのある入所が30%以上
②障害者生活支援員を常勤・専従で1人以上配置

排せつ支援加算Ⅲ
①排せつ支援加算Ⅰの条件を満たすこと。（Ⅲ）では、「排尿・排便のどちらか一方の改善
および、いずれも悪化していない」、「おむつの使用ありからなしへ改善」の両方が求めら
れる。

自立支援促進加算
利用者の尊厳の保持、自立支援・重度化防止の推進、廃用や寝たきりの防止等の観点から、
全ての利用者への医学的評価に基づく日々の過ごし方等へのアセスメントの実施、日々の生
活全般における計画に基づくケアの実施をした場合

ADL維持等加算（Ⅰ）
①利用者10人以上　②すべての利用者の初月と7ヶ月目のADL値を測定し、LIFEで提出　③利
用者ごとの調整済ADL利得が平均1以上であること

ADL維持等加算（Ⅱ）
上記①②は共通
③利用者ごとの調整済ADL利得が平均2以上であること

（５）　退所時情報提供加
算

退所時情報提供加算は1カ月以上入所した入所者の退所が決まり、退所先が居宅や社会福祉
施設などの場合。
入所者の同意を得て、退所先の主治医に診療状況を示す文章を添えて入所者の紹介を行った
場合　　※入所者1人につき1回を限度

再入所時栄養連携加算
退所した利用者が再度入所し、施設の管理栄養士が連携する病院等の管理栄養士と連携し、
栄養ケア計画を作成した場合。

退所時等相談援助加算
（１）　退所前訪問相談援
助加算

次の（ア）か（イ）のいずれか
（ア）入所期間が1ヶ月を超えると予想される入所者に対し、両社の居宅を訪問し退所後の
在宅サービスについて介護支援専門員や生活相談員などが居宅で相談援助を行うこと
（イ）利用者が退所後に他の社会福祉施設に入所する場合、その施設に対し必要な情報提供
などを行うこと　※入所中1回（又は2回）を限度

（４）　退所前連携加算
入所期間が1ヶ月を超える利用者が退所後に他の在宅サービスを利用する場合、居宅介護支
援事業者に対し、必要な情報の提供などを行うこと　　　※入所者1人につき1回を限度

特別通院送迎加算
透析を要する入所者であって、その家族や病院等による送迎が困難である等やむを得ない事
情がある場合。
1月に12回以上、通院のため送迎を行った場合。

在宅復帰支援機能加算

①在宅で介護を受けることになった利用者が20％以上　②退所後30日以内に、退所者の居宅
を訪問し、在宅での生活が1ヶ月以上続く見込みであることを確認、記録すること　③利用
者の家族と連絡がとれるよう調整を行っていること　④利用者が在宅サービスに必要な情報
の提供を行い、退所後の在宅サービスの利用について、必要な調整を実施していること

在宅・入所相互利用加算

①在宅生活を継続することを目的に、在宅期間と入所期間を計画的に定めた利用者が最長
3ヶ月間、施設の個室を利用すること　②介護支援専門員と介護職員の間で情報交換を行
い、合意のうえで目標や方針を定めること　③②に関して、利用者の家族に説明し同意を得
ること

障害者生活支援
体制加算（Ⅱ）

①視覚障がいのある利用者が50%以上
②障害者生活支援員を常勤・専従で2人以上配置

（２）　退所後訪問相談援
助加算

次の（ア）か（イ）のいずれか
（ア）退所後30日以内に居宅を訪問し、相談援助などを行った場合
（イ）退所後、他の社会福祉施設に入所した場合、その施設に対し必要な情報提供などを
行った場合　　※退所後1回を限度

（３）　退所時相談援助加
算

①入所期間が1ヶ月を超える利用者に対し、退所後の在宅サービスの相談援助を行うこと
②退所日から2週間以内に市町村と老人介護支援センターに情報提供を行うこと　※入所者1
人につき1回を限度

退所時栄養情報連携加算
厚生労働大臣が定める特別食※を必要とする入所者又は低栄養状態にあると医師が判断した
入所者であること。 管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該者の栄養管理に関
する情報を提供する。　※１ヶ月に１回限度



　１００単位/
月

　１００単位/月 ２００単位/月 ２００単位/月 ３００単位/月 ３００単位/月

　１０単位/月 　１０単位/月 ２００単位/月 ２０単位/月 ３００単位/月 ３０単位/月

２４６単位/日 ４９２単位/日 ７３８単位/日

５６０単位/１
回

１１２０単位/１回 １６８０単位/１回

計１５日 計１５日 計１５日

計２７日 計２７日 計２７日

計２日 計２日 計２日

１２８０ １２８０ ２５６０ ２５６０ ３８４０ ３８４０

単位/日 単位/日 単位/日 単位/日 単位/日 単位/日

計１５日 計１５日 計１５日

計２７日 計２７日 計２７日

計２日 計２日 計２日

１５８０ １５８０ ３１６０ ３１６０ ４７４０ ４７４０

単位/日 単位/日 単位/日 単位/日 単位/日 単位/日

　２０単位 ４０単位 ６０単位

　３０単位/日 ９００単位/日 　６０単位/日 １８００単位/日 　９０単位/日 ２７００単位/日

　－５単位/日 　－１５０単位/日 　－１０単位/日 　－３００単位/日 　－１５単位/日 　－４５０単位/日

　４６単位/日 １３８０単位/日 　９２単位/日 ２７６０単位/日 １３８単位/日 ４１４０単位/日

①22単位
②18単位
③　6単位

①６６０単位
②５４０単位
③１８０単位

①44単位
②36単位
③12単位

①１３２０単位
②１０８０単位
③　３６０単位

①66単位
②54単位
③18単位

①１９８０単位
②１６２０単位
③　５４０単位

外泊加算 １ケ月に６日を限度として基本利用料金に代えて算定（入院等で算定されます）

生産性向上推進体制加算
（Ⅰ）

①加算（II）の要件を満たし、提出したデータで業務改善の取り組みの成果が確認されてい
ること　②見守り機器などのテクノロジーを複数導入していること　③いわゆる介護助手の
活用など、職員間の適切な役割分担を行っていること　④1年ごとに1回、業務改善の取り組
みによる効果を示すデータをオンラインで提供すること

①常勤看護師を1人以上配置し、24時間対応できる体制を整えること
②看取りの指針を定め、利用者とその家族に説明・同意を得ること
③他職種で協議し、看取りに関する指針を適宜見直すこと
④看取りに関する職員研修の実施
⑤看取りは個室や静養室で行えるよう配慮すること

（死亡日以前
１０８０単位

　７２単位/日 　１４４単位/日

外泊時在宅サービス利用費
用

利用者が外泊時に、在宅サービスを利用した場合　※初日と最終日は算定不可

看取り介護加算Ⅰ

　２１６単位/日

３８８８単位

生産性向上推進体制加算
（Ⅱ）

①利用者の安全、介護サービスの質の確保、職員の負担軽減に向けた方策を検討する委員会
を開催し、「生産性向上ガイドライン」に基づく業務改善にも継続的に取り組んでいること
②見守り機器などのテクノロジー（＊）を1つ以上導入していること　③1年ごとに1回、業
務改善の取り組みによる効果を示すデータをオンラインで提供すること

２１６０単位 ３２４０単位
　　　３１～４５日）

看取り介護加算Ⅰ

１４４単位/日 ２８８単位/日 ４３２単位/日（死亡日以前
７７７６単位 １１６６４単位

　　　４～３０日）

看取り介護加算Ⅰ

６８０単位/日 １３６０単位/日 ２０４０単位/日（死亡日前日
１３６０単位 ２７２０単位 ４０８０単位

　　　前々日）

看取り介護加算Ⅰ

（死亡日）

看取り介護加算Ⅰ

　７２単位/日 　１４４単位/日 　２１６単位/日

①常勤看護師を1人以上配置し、24時間対応できる体制を整えること
②看取りの指針を定め、利用者とその家族に説明・同意を得ること
③他職種で協議し、看取りに関する指針を適宜見直すこと
④看取りに関する職員研修の実施
⑤看取りは個室や静養室で行えるよう配慮すること合上記①～⑤は共通
⑥配置医師緊急時対応加算の施設基準を満たすこと

（死亡日以前
１０８０単位 ２１６０単位 ３２４０単位

　　　３１～４５日）

看取り介護加算Ⅰ

１４４単位/日 ２８８単位/日 ４３２単位/日（死亡日以前
３８８８単位 ７７７６単位 １１６６４単位

　　　４～３０日）

看取り介護加算Ⅰ

７８０単位/日 １５６０単位/日 ２３４０単位/日（死亡日前日
１５６０単位 ３１２０単位 ４６８０単位

　　　前々日）

看取り介護加算Ⅰ

（死亡日）

安全対策体制加算 安全対策を実施する体制が整備されている場合（入所日当日のみ算定）

初期加算 入所した日又は30日を超える病院等の入院後、施設に再入所した場合30日間加算

安全管理体制未実施減算 施設の安全管理体制が不十分な場合

身体拘束廃止未実施減算 所定単位数より１０パーセント減算
①委員会の未設置　②身体的拘束に関する指針の未整備や、従業員に対する研修の未実施
③やむを得ない理由がないにもかかわらず身体拘束を行っている場合　④やむを得ない理由
で身体拘束を行った際に、その記録を残していない

高齢者虐待防止措置
未実施減算

所定単位数より１パーセント減算
虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための
委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合。

業務継続計画未策定減算 所定単位数より３パーセント減算
感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できる体制を構築するため、業務継続計画が
未策定の際は、基本報酬を減算する。

日常生活継続支援加算Ⅰ
新規入所者の総数のうち要介護４・５の者を70％以上または認知症生活自立度Ⅲ以上の者を
65％以上、またはたんの吸引等が必要な者を15％以上受け入れ、入所者６名に対し介護福祉
士を１名以上配置しています。

サービス提供体制強化加算
①介護福祉士70％以上or勤続10年以上の介護福祉士が25％以上
②介護福祉士50％以上
③介護福祉士40％以上or勤続7年以上の介護職員が30％以上

介護職員等処遇改善加
算（Ⅱ）

請求単位数の１３．６％

介護職員等処遇改善加
算（Ⅲ）

請求単位数の１１．３％

介護職員等処遇改善加
算（Ⅳ）

請求単位数の９　　　％

請求単位数の１２．４％
介護職員等処遇改善加

算（Ⅴ）1

　

介

護

職

員

等

処

遇

改

善

加

算

介護職員等処遇改善加
算（Ⅰ）

請求単位数の　　１４％



介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）5

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）6

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）7

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）8

請求単位数の１１．７％
介護職員等処遇改善加

算（Ⅴ）2

請求単位数の１２　　％

請求単位数の１１．３％

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）3

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）4

請求単位数の１０．１％

請求単位数の９．７　％

請求単位数の９　　　％

請求単位数の９．７　％

請求単位数の８．６　％

請求単位数の７．４　％

請求単位数の７．４　％

請求単位数の７　　　％

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）13

請求単位数の６．３　％

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）9

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）10

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）11

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）12

介護職員等処遇改善加
算（Ⅴ）14

請求単位数の４．７　％
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算



日額１００円 月額　　３，０００円

●利用者負担限度額認定制度
　　　　　利用者負担段階

  <   要件　>下記の①～③の要件を全て満たす人は、申請により、利用者負担が軽減されます。  　（※市町村の介護保険課にて申請）　　　

日常生活に係る費用

理美容代 １９００円／１回 管理費（年金証書、通帳管理等）

※　個人の買い物等は、ご家族様対応となります。

　　　　　　　　　　　　　対　象　者 預貯金

　所得
に制限
のある

方

　　　第一段階
・市町村民税世帯非課税の老齢年金受給者

預貯金が単身１,０００万円以下、夫婦２,０００万円以下
・生活保護受給者

　　　第二段階
・市町村民税世帯非課税かつ課税年金収入額と

預貯金が単身　 ６５０万円以下、夫婦１,６５０万円以下
 合計所得金額の合計が８０万円以下の方

     第三段階①
・市町村民税世帯非課税かつ課税年金収入額と

預貯金が単身   ５５０万円以下、夫婦１,５５０万円以下
　合計所得金額の合計が８０万円超１２０万円以下の方

　①世帯全員が市民税非課税者である（市民税非課税世帯）
　②施設入所などで世帯分離をしている配偶者や内縁関係の物がいる場合、その人も市民税非課税者である
　③本人及び配偶者（内縁関係の者を含む）が所有する預貯金などの資産の合計金額が一定　額を超えない

申請する際に必要書類・、持ち物

     第三段階②
・市町村民税世帯非課税かつ課税年金収入額と

預貯金が単身   ５００万円以下、夫婦１,５００万円以下
　合計所得金額の合計が１２０万円超える人

　　　第四段階 ・認定条件を全て満たしていない人（負担限度額認定非該当）


